
は　し　が　き

本書は、企業を巡る不祥事対応、特に不正調査にクローズアップし

たものであるとともに、企業自身が行うべき行動に力点を置きつつ、

不正調査における外部専門家との関係性についてまで踏み込んだ書籍

である。

昨今、企業不祥事が報道されない日はないといっていいほど、わが

国の企業を取り巻く監視の目は年々厳しくなっている。

かかる情勢において、これまであまりクローズアップされてこなか

った不正調査という分野について解説する書籍も増えてきている。

これまでの多くの解説書が、各不正の類型の解説や法令の解説に重

点を置いていたが、残念ながら、いざ、不祥事あるいは不正の疑いを

キャッチした場合、どこから手を付けるべきなのか、どこまで自前で

やるべきなのかといった、企業活動の目線で解説されたものはなかっ

た。

筆者は、2000年から検察官に任官し、弁護士に転身した2008年から

は、企業不祥事対応にほぼ特化した業務を行ってきた。

筆者自身が調査を行うこともあれば、企業が独自に行う調査につい

てのアドバイスを行うこともあったが、その中で、おそらく初めての

作業であろう、不祥事と向き合うということ、不正と向き合うという

ことを担当することになった企業人の悩み、苦悩を間近に目にしてき

た。

本書は、そのような、自社の命運を左右することになりかねない、

不祥事・不正対応を行うことになった担当者が最初に手にすべき書と

なるべく、できるだけ抽象的な記載は排し、事例を念頭に置いた具体

的行動の指針を示したつもりである。

また、業務ニーズが高まっているのに、あまり実務書がないために、
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弁護士や公認会計士といった、企業不祥事対応の中心となるべき専門家

の質にもばらつきが見られ、そのことでかえって専門家集団への社会的

信頼を損ないかねない憂慮すべき事例も散見されている。

本書は、このような、初めて不正調査を行うことになる法律専門家、

会計専門家が手っ取り早く適切な調査行為を学ぶための書としても有用

であると考えている。

本書が、不幸にして不祥事・不正が起きてしまった企業、あるいはそ

のような企業にならないための防止策・予防策を検討している企業、そ

してこれら企業から期待されて調査業務を受ける専門家の業務の一助と

なれば幸いである。

2016年７月

弁護士法人 北浜法律事務所東京事務所

弁 護 士 木曽　裕
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１　できれば対応したくない「不祥事」

企業にとって不祥事の発生は、外部に漏れると、賠償責任や風評被

害、法的責任を超えた対応を迫られるようになるなど多大な企業価値の

棄損が発生する。よって、不祥事の対応を考える際には、この企業価値

の棄損をいかに最小限に食い止めるかということを考えることになる。

この食い止め方として、最もシンプルなのは、「ばれないこと」であ

る。

内部で察知したが、外部に漏れなければ、うやむやになることは少な

くない。

さすがに、自社の商品で人が健康被害を被るおそれがあるとか、破壊

のおそれがあるような場合には、いずれ事故が発生して発覚するし、な

かったことにしようというのは無理がある。

他方、法令違反や虚偽表示・虚偽開示をしているが実質的には実害が

ない場合は、外部に漏れれば、さまざまなインパクトが発生することが

予想されるだけに、対応が及び腰になり、実害がないなら隠ぺいするな

どの行動に出ることは、人間の心理としても理解できるところである。

これは、経営者のみならず、あらゆる社員に共通する心理である。
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したがって、不祥事の報告がない、あるいは対外的に開示されていな

いからといって、不祥事が存在していないと理解して企業運営をするわ

けにはいかず、不祥事対応策、特に抑制策の難しさは、この「不祥事は

できれば隠したい」という人間心理にまで配慮した対応ができるかどう

かにかかっている。

２　不祥事は発覚する

当事者が隠し通せていて現在までに発覚していない不祥事は、当然、

当事者以外には知られていないところである。よって、すでに発覚して

いる不祥事事案とは、当事者が自発的に開示したパターンとともに、隠

し通そうとしたが見つかってしまった、という事案も含まれている。

隠し通したいという気持ちがあるということは前記のとおりである

が、それでも発覚するパターンとしては、次のとおりである。

⑴　税務調査時に発覚
特に多いのは、賄賂や談合金の捻出などを企図して架空の経費計上な

どをしていた場合に、税務調査で指摘を受け、使途不明金の捻出方法を

たぐっていった場合に不正会計や虚偽発注などの不正に突き当たるパタ

ーンである。

⑵　会計監査時に発覚
これは、税務調査同様、エビデンスのない取引やエビデンスと処理が

異なる取引が発覚し、社内での経理処理の矛盾から、不正行為が発覚す

るパターンである。

⑶ 引き継ぎや業務承継時に発覚
担当者が変わるタイミングというのは、不正が発覚するタイミングと

して有名であるが、特に前任者と後任者の間で不正を画策できないとい

う意味で、外部への承継時（後任担当者が別部署や別会社から来たよう

な場合）のほうが不正は発覚しやすい。

⑷　内部告発
企業内で受け取る内部告発のみならず、規制官庁への告発も含めれ
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ば、企業不祥事の多くが内部告発によって発覚しているといえよう。

特に、最近では、退職者からの情報が重要なソースとなっている。

そのため、規制官庁は、不正の疑いがある場合に、現職者ではなく退

職者に接触して、利害関係が解消された状態の人からの情報入手を試み

る手法を活用している。

このように、内部告発がなされると、情報の量や正確性という意味に

おいて不祥事発覚は極めて容易になる。

たとえば、アメリカ合衆国の不正請求防止法では、内部告発者に報奨

金を支払う制度を古くから採用しており、内部告発を積極的に奨励して

いるが（注）、これも、外部から手を突っ込むよりも、内部からもって

きてもらうほうが、より摘発しやすいからである。

不祥事は発覚する。すぐに発覚するかどうかは事案にもよるが、必ず

発覚するものだと肝に銘じて、積極的な対応が必要である。

不祥事の存在について、外部に漏れないことを期待してびくびく経営

していくのは、もはやビジネスジャッジではなく、いつ発覚するかを運

に任せているという意味で、ギャンブルといわざるを得ない。

しかも、外部からの指摘をきっかけに発覚した場合、企業としての戦

略をもったイニシアティブをとることができなくなり、打たれっぱなし

のサンドバッグ状態となる。

したがって、自ら、公表のタイミングやその程度についてある程度の

イニシアティブをとりつつ、批判や叱責の激流・渦の中に沈まぬよう、

しっかり舵取りできるようにするためには、自発的な事実の調査と、調

査結果に対するジャッジが必要である。
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不祥事発覚時に、会社として検討すべき事項をまとめると、次のとお

りである。

１　どこまで自力でやるか

社内の情報共有でキャッチした場合はもちろん、外部からの指摘があ

った場合でも、最初の調査は社内の人間だけでやることになる。

本書は、社内の人間が行う当初の調査を念頭に置いたものであるが、

後述するような、社内の人間では限界がある、あるいはそもそも社内の

人間では不適切という事案があるので、どこまで社内・自力でやるかと

いう見極めは常に意識しておき、しかるべきタイミングで、しかるべき

者に引き継ぐことが必要である。

２　社外の力を借りるかどうか

社外の力とは、筆者のような不正調査の専門家のほか、監査法人、顧

問弁護士など日ごろ付き合いのある専門職のことも指す。

なお、後述のとおり、上場企業においては、不祥事対応において第三

者委員会の設置は避けて通れない情勢であるので、これも要否・タイミ

ングを判断する必要がある。

３　自力調査で、やっていいこと、いけないことは何か

これは、外部の力を借りるかどうかという主体の問題ではなく、会社

の業務執行権の一環として何が許される調査かという、行為の問題であ

る。

この点は、一般にあまり意識されておらず、明確なルールがない分野

でもあるので、本書では紙幅をとって解説する。
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